
証券コード　6899

2022年６月８日

株 主 各 位

静岡県浜松市南区米津町2804番地

     代表取締役社長  波 多 野 淳 彦

１．日 時 2022年６月24日（金曜日）
午前10時（受付開始予定：午前９時）

２．場 所 静岡県浜松市南区米津町2804番地
ＡＳＴＩ株式会社　本社６階会議室

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第59期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

 事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

 員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第59期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

計算書類報告の件

剰余金の処分の件
定款一部変更の件
取締役(監査等委員である取締役を除く。)３名選任の件

第59回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

さて、当社第59回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご通知申しあげます。
なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、書面又はインタ

ーネットにより事前に議決権を行使していただき、株主総会当日のご来場をお控
えいただきますようお願い申しあげます。お手数ながら後記の株主総会参考書類
をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

［郵送による議決権行使の場合］
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2022年６月23日

（木曜日）午後５時までに到着するようご返送ください。

［インターネットによる議決権行使の場合］
４頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認いただき、2022

年６月23日（木曜日）午後５時までに、議案に対する賛否をご入力ください。
敬　具

記
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４．その他本招集ご通知に関する事項
本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記

表」、計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び定款第16条の規定
に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 
https://www.asti.co.jp/）に記載しておりますので、添付書類には記載して
おりません。なお、本招集ご通知の添付書類に記載しております連結計算書類
及び計算書類は、会計監査人及び監査等委員会が監査報告の作成に際して監査
した連結計算書類及び計算書類の一部であります。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。代理人によるご出席の場合は、委任状
も会場受付にご提出ください。なお、代理人は、当社の議決権を有する他の株
主１名に限らせていただきます。

≪株主様へのお願い≫
・本総会にご出席の株主様は、本総会開催日当日における新型コロナウイルス感
染症の感染拡大状況やご自身の体調をご確認のうえ、マスク着用などの感染防
止にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申しあげます。

・当日は本社入口で検温にご協力いただきます。その際、体調不良と見受けられ
る株主様には、入場をお控えいただくことがございます。ご理解並びにご協力
をお願い申しあげます。

・株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で対応
をさせていただきます。

◎本定時株主総会の運営に変更が生じた場合、株主総会参考書類並びに事業報
告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合には、インターネット上の
当社ウェブサイト（アドレス https://www.asti.co.jp/）に掲載させていただ
きます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してく
ださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権を

行使される場合

株主総会に

ご出席される場合

同封の議決権行使書用紙に議

案に対する賛否をご表示のう

え、ご返送ください。

次ページの案内に従って、議

案に対する賛否をご入力くだ

さい。

同封の議決権行使書用紙を会

場受付にご提出ください。

行使期限 行使期限 日　時

2022年6月23日（木曜日）

午後５時00分到着分まで

2022年6月23日（木曜日）

午後５時00分入力完了分まで

2022年6月24日（金曜日）

午前10時（受付開始予定:午前９時）

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１・２号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第３号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行

使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使

をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法

「スマート行使」

議決権行使コード・

パスワードを入力する方法
議決権行使コード及びパスワードを入力すること

なく議決権行使ウェブサイトにログインすること

ができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回

に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数
ですがPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用
紙に記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を
入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたし
ます。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサ

イトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取っ
てください。1

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における世界経済は、新型コロナウイルス感染症の蔓延

により経済が急激に落ち込んだ前期と比べ、緩やかな回復傾向にありまし

たが、変異ウイルスの度重なる出現により、その回復の速度は遅く、特に

日本におきましては、未だに新型コロナウイルス発生前の経済状況への回

復を果たせておりません。

　当社グループは、国内６工場（いずれも静岡県西部に立地）にて生産を

行うほか、海外６工場（中国２工場、ベトナム２工場、インド２工場）に

おいて生産を行っております。国内工場、海外工場とも十分な感染症対策

を実施して生産活動を行っておりましたが、前期は中国、インドにおきま

して、また当期は、インド、ベトナムにおきまして、工場立地地域におけ

る新型コロナウイルス感染症の感染拡大を背景として工場の操業停止命令

あるいは生産縮小措置などが出され、当社工場の生産活動に制約が加えら

れました。特に、2021年７月以降、ベトナムにおいて長期にわたる生産縮

小措置がとられ、一部品目において納入先企業への定期の部品納入ができ

ない事態が発生いたしました。ベトナムからの輸送を早めるための航空貨

物の臨時的な利用、日本、インド他における代替生産のための設備の購

入、人員の雇用などの経費支出が重なり、部品企業としての供給責任は果

たしたものの、営業成績としては目標未達となりました。

　当連結会計年度の業績は、売上高は58,790百万円（前期比30.0％増）と

計画を大きく上回りましたが、営業利益は281百万円（同71.3％減）、経

常利益は840百万円（同39.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は

702百万円（同49.5％減）と計画を下回る結果となりました。
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事　業　内　容

第　　58　　期
（2021年３月期）

第　　59　　期
（2022年３月期） 前 期 比

売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比

車 載 電 装 品 16,282百万円 36.0％ 17,155百万円 29.2％ 5.4％増

民 生 産 業 機 器 14,309百万円 31.7％ 19,864百万円 33.8％ 38.8％増

ワ イ ヤ ー ハ ー ネ ス 14,512百万円 32.1％ 21,658百万円 36.8％ 49.2％増

そ の 他 109百万円 0.2％ 112百万円 0.2％ 3.0％増

合 計 45,213百万円 100.0％ 58,790百万円 100.0％ 30.0％増

［事業別売上高］

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度の設備投資の総額は、1,549百万円であります。

その主なものは、国内の生産拠点におきましては、新機種立上げに伴う

生産設備の更新等であり、海外の生産拠点におきましては、ASTI 

ELECTRONICS CORPORATIONにおける実装設備の増設等であります。

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度におきましては、新株又は社債の発行による資金調達は

実施しておりません。
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(4) 対処すべき課題

　当社グループを取り巻く経営環境については、新型コロナウイルス感染

症の蔓延に加えウクライナ情勢を起点とした世界経済の分断、地球環境問

題を背景とした四輪車・二輪車の電動化への急速な動きなど刻々と変化し

ております。その中で今後当社グループが、成長を続けていくためには需

要の変化を機敏にとらえ、生産の重点を変えていく必要があります。これ

らに対応すべく中期経営計画「VISION2025」（2021～2025年度）を策定

し、次の４分野を重点的に強化しております。

　第１に「低炭素社会の実現に資する電子ユニット」です。地球環境問題

を背景として世界的な脱炭素化の流れが加速しています。四輪車・二輪車

は急速に電動化しています。従来培ってきた充電器、インバータ、ＤＣＤ

Ｃコンバータの開発・生産技術を強化する為、インド・ハリアナ拠点にＲ

＆Ｄ部門を設置致しました。インドの優秀な人材を確保し、開発・生産を

進めてまいります。また、浜松市内に新しい工場用地を確保し、低炭素社

会に適応した新工場の建設を進めてまいります。

　第２に「重要電子機器をつなぐワイヤーハーネス」です。従来、ベトナ

ム・ビンズォン拠点における生産が主力でしたが、ＢＣＰ（事業継続計

画）を考慮し、新しくフィリピンでの生産体制の整備にとりかかりまし

た。

　第３に「新規事業」です。従来、研究開発を行ってきたメディカル関連

製品、超音波関連製品の開発・生産を着実に進めてまいります。

　第４に「海外における受注生産事業」です。新しく設置したインド・グ

ジャラート拠点の生産が、今後順調に拡大することが見込まれています。

株主の皆様におかれましては、今後とも相変わらぬご支援を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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区　　　　　分
第 56 期

(2019年３月期)
第 57 期

(2020年３月期)
第 58 期

(2021年３月期)

第 59 期
(当連結会計年度)
(2022年３月期)

売 上 高 (百万円) 47,547 45,496 45,213 58,790

経 常 利 益 (百万円) 2,050 1,005 1,381 840

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 （ 百 万 円 ）

1,615 543 1,390 702

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 510.89 173.88 444.83 224.85

総 資 産 (百万円) 31,707 30,252 34,733 42,751

純 資 産 (百万円) 16,366 16,269 17,938 19,276

1 株当たり純資産額 (円 ) 5,229.14 5,199.31 5,733.53 6,159.92

(5) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ASTI ELECTRONICS
INDIA PRIVATE
LIMITED

841,000千インドルピー 98.2％
車 載 電 装 品 の 製 造 販 売
ワ イ ヤ ー ハ ー ネ ス の 製 造 販 売

ASTI INDIA PRIVATE
LIMITED

750,000千インドルピー 99.9％
車 載 電 装 品 の 製 造 販 売
ワ イ ヤ ー ハ ー ネ ス の 製 造 販 売

ASTI ELECTRONICS
HANOI CORPORATION

8,000千米ドル 100.0％
車 載 電 装 品 の 製 造 販 売
民 生 産 業 機 器 の 製 造 販 売
ワ イ ヤ ー ハ ー ネ ス の 製 造 販 売

ASTI ELECTRONICS
CORPORATION

5,000千米ドル 100.0％
車 載 電 装 品 の 製 造 販 売
民 生 産 業 機 器 の 製 造 販 売
ワ イ ヤ ー ハ ー ネ ス の 製 造 販 売

ASTI RESEARCH AND
DEVELOPMENT VIETNAM
CORPORATION

20,000百万ベトナムドン 100.0％ 研究開発、製品設計、生産設備設計

杭州雅士迪電子有限公司 625,000千 円 100.0％ 民 生 産 業 機 器 の 製 造 販 売

浙江雅士迪電子有限公司 9,150千米ドル 100.0％
車 載 電 装 品 の 製 造 販 売
ワ イ ヤ ー ハ ー ネ ス の 製 造 販 売

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）特定完全子会社に該当する子会社はありません。

事 業 区 分 主 要 な 製 品

車 載 電 装 品

各種電子制御ユニット

エアコン制御システム

コーナーセンサ

民 生 産 業 機 器

洗濯機用・食器洗浄機用電子制御基板

通信用スイッチユニット

産業用ロボットコントローラ基板

ワ イ ヤ ー ハ ー ネ ス
四輪・二輪用ワイヤーハーネス

船舶用ワイヤーハーネス

(7) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）
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主 要 拠 点 所 在 地

当社

本 社 工 場 静 岡 県 浜 松 市

掛 川 工 場 静 岡 県 掛 川 市

磐 田 工 場 静 岡 県 磐 田 市

都 田 工 場 静 岡 県 浜 松 市

袋 井 工 場 静 岡 県 袋 井 市

浜 松 工 場 静 岡 県 浜 松 市

子会社

ASTI ELECTRONICS INDIA PRIVATE LIMITED インド共和国ハリアナ州

A S T I  I N D I A  P R I V A T E  L I M I T E D イ ン ド 共 和 国 グ ジ ャ ラ ー ト 州

ASTI ELECTRONICS HANOI CORPORATION ベトナム社会主義共和国ハノイ市

A S T I  E L E C T R O N I C S  C O R P O R A T I O N ベトナム社会主義共和国ビンズォン省

ASTI RESEARCH AND DEVELOPMENT VIETNAM 
CORPORATION

ベトナム社会主義共和国ダナン市

杭 州 雅 士 迪 電 子 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国 浙 江 省

浙 江 雅 士 迪 電 子 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国 浙 江 省

(8) 主要な営業所及び工場（2022年３月31日現在）
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事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

車 載 電 装 品 760名 79名

民 生 産 業 機 器 614名 △77名

ワ イ ヤ ー ハ ー ネ ス 3,055名 △640名

そ の 他 35名 △11名

全 社 （ 共 通 ） 53名 4名

計 4,517名 △645名

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減

630名 6名

(9) 従業員の状況（2022年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

（注）１. 従業員数には、臨時従業員等は含んでおりません。

２. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門

に所属しているものであります。

３. 従業員減少の主な理由は、外注への生産移管に伴い、ベトナム子会社における社内生

産量が減少したことによるものであります。

②　当社の従業員の状況

 (注) 従業員数には､ 当社から社外への出向者 (27名) を除いております。

      なお、従業員数には、臨時従業員、パートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 3,846百万円

株 式 会 社 静 岡 銀 行 2,930百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,562百万円

(10) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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(1) 発行可能株式総数 9,600,000株

(2) 発行済株式の総数 3,417,006株（自己株式 290,770株を含む。）

(3) 株主数 1,744名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ビービーエイチ　フオー　フイデリテイ
ロー　プライスド　ストツク　フアンド
(ﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ ｵｰﾙ ｾｸﾀｰ ｻﾌﾞﾎﾟｰﾄﾌｵﾘｵ)

276,188株 8.8％

Ａ Ｓ Ｔ I 共 栄 会 229,888株 7.4％

Ａ Ｓ Ｔ Ｉ 従 業 員 持 株 会 210,389株 6.7％

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 79,200株 2.5％

株 式 会 社 静 岡 銀 行 72,000株 2.3％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 62,240株 2.0％

Ａ Ｓ Ｔ Ｉ 役 員 持 株 会 54,939株 1.8％

浜 松 磐 田 信 用 金 庫 54,080株 1.7％

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 49,398株 1.6％

山 田 善 彦 46,000株 1.5％

２．会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）

(4) 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式を290,770株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社取締役に交付した株式

　該当事項はありません。

３．会社の新株予約権等に関する事項

 該当事項はありません。

－ 12 －



地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 波多野　淳　彦 　経営本部長兼新規事業部長

取 締 役 原 　 一 隆 　開発事業部長

取 締 役 深 田 弘 文 　ハーネス事業部長

取 締 役 相 談 役 鈴 木 伸 和

取 締 役

(常勤監査等委員）
百 鬼 直 樹

取 締 役

(監査等委員）
宮 木 啓 治

　株式会社エンビプロ・ホールディングス
　社外取締役

　医療法人 社団 祥和会大川病院　理事

取 締 役

(監査等委員）
捻　橋　かおり

　弁護士

　ダイセーエブリー二十四株式会社　社外監査役

取 締 役

(監査等委員）
鵜 飼 裕 之

　学校法人東邦学園　理事

　愛知東邦大学　学長

４．会社役員に関する事項

(1) 取締役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）宮木啓治氏、捻橋かおり氏及び鵜飼裕之氏は、社外取締役であ

り、当社は各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。

２. 取締役（常勤監査等委員）百鬼直樹氏は、過去に経理業務に携わり、内部監査室長と

しての経験により、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。当社

は、情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を

高め、監査・監督機能を強化するために、百鬼直樹氏を常勤の監査等委員として選定

しております。

３. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりです。

　①2021年６月18日開催の第58回定時株主総会終結の時をもって、取締役植平幹夫氏及び

取締役（監査等委員）山口昇吾氏は任期満了により退任いたしました。

　②2021年６月18日開催の第58回定時株主総会において、鵜飼裕之氏は新たに取締役（監

査等委員）に選任され就任いたしました。

４. 捻橋かおり氏の戸籍上の氏名は家田かおりであります。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、全ての取締役（監査等委員）と、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、全ての取

締役（監査等委員）とも、同法第425条第１項に定める額としておりま

す。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、被保険者の範囲を取締役とした会社法第430条の３第１項に規

定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が役

員としての業務の遂行に起因して、保険期間中に被保険者に対して損害賠

償請求がされた場合の損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約によ

り填補することとしております。なお、当該保険契約に係る保険料につい

ては、特約部分も含め全額当社にて負担しております。

ただし、被保険者が違法に利益または便宜の供与を得たこと、犯罪行為

または法令に違反することを認識しながら行った行為等に起因する損害賠

償は、当該保険契約によっても填補されません。
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役 位 乗 数

取 締 役 社 長 6

取 締 役 4

(4) 取締役の報酬等

①　取締役の個人別の報酬等の内容の決定方針に関する事項

　イ．当該方針の決定方法

取締役の報酬等の決定方針は、独立社外取締役が過半数を占める任意

の指名・報酬委員会の審議、答申を踏まえて、取締役会において決定し

ております。

　ロ．当該決定方針の内容

　　基本的な考え方

・代表取締役及び事業部長を兼務する取締役に対しては、月額固定報

酬及び業績連動報酬を支給する。

・監査等委員である取締役及び取締役相談役に対しては、月額固定報

酬を支給する。

・月額固定報酬については、正社員の月額平均賃金の６倍以内とす

る。

・業績連動報酬については、その支給額が月額固定報酬の年間合計額

を超えない水準にする。

・業績連動報酬については、連結営業利益の0.1％に役位別乗数を掛

けたものとし、定時株主総会終了後に支給する。

役位別乗数
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氏 名 地 位 出席回数

植平　幹夫 代表取締役会長 １回

波多野淳彦 代表取締役社長 ４回

宮木　啓治 社外取締役（監査等委員） ５回

山口　昇吾 社外取締役（監査等委員） １回

捻橋かおり 社外取締役（監査等委員） ５回

鵜飼　裕之 社外取締役（監査等委員） ４回

②　取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

取締役（監査等委員を除く）及び取締役（監査等委員）の個人別の報

酬額については、株主総会の決議により決定された報酬の総額の範囲内

で、指名・報酬委員会が審議を行います。取締役（監査等委員を除く）

の個人別報酬については、取締役会の決議により授権された指名・報酬

委員会が決定し、取締役（監査等委員）の個人別報酬については、監査

等委員の協議により決定しております。

権限を委任している理由は、当社は取締役会のもとにその決議・諮問

機関として、独立社外取締役が過半数を占める任意の指名・報酬委員会

を設置することにより、取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を

強化するためであります。

なお、指名・報酬委員会は、取締役会が指名した取締役（過半数は独

立社外取締役）で構成されております。当事業年度において指名・報酬

委員会は５回開催されており、各委員の出席状況は以下のとおりです。

（注）１. 植平幹夫氏及び山口昇吾氏は、2021年６月18日に任期満了により退任し

ております。

２. 波多野淳彦氏及び鵜飼裕之氏は、2021年６月18日開催の取締役会におい

て就任いたしました。

③　取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものと取締役会が判

断した理由

取締役の報酬額については、指名・報酬委員会が決定方針との整合性

を含めた検討を行ったうえで決定していることから、取締役の個人別の

報酬等の内容が決定方針に沿うものであると判断しております。

－ 16 －



役 員 区 分
報酬等の
総 額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬
業績連動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取締役（監査等委員を除く）
（う ち 社 外 取 締 役）

71
(－)

67
(－)

3
(－)

－
(－)

5
(－)

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（う ち 社 外 取 締 役）

34
(18)

34
(18)

－ －
5

(4)

合 計
（うち社外取締役）

105
(18)

101
(18)

3
(－)

－
(－)

10
(4)

④　当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 法人税法第34条第１項第３号イに規定する「当該事業年度の利益の状況

を示す指標」は、「連結営業利益」としております。当該指標を選択し

た理由は、営業利益が最も本業における目標達成度を判断するうえで重

要と考えているからであります。

２. 算出に当たり使用する「連結営業利益」は当該業績連動報酬を損金経理

する前の金額としております。

なお、当連結会計年度に係る業績連動報酬は、業績連動報酬損金経理前

の連結営業利益285,159千円を算定の基礎としております。

３. 各取締役への支給金額については、１万円未満切捨てとしております。

４. 当社は役員の報酬総額について、取締役（監査等委員を除く）について

は年額200百万円以内、取締役（監査等委員）については年額50百万円

以内とする旨、2019年６月21日開催の第56回定時株主総会において決議

されております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除

く）の員数は４名、取締役（監査等委員）の員数は４名（うち社外取締

役３名）です。

５. 上記には、2021年６月18日開催の第58回定時株主総会終結の時をもって

退任した取締役（監査等委員を除く）１名及び取締役（監査等委員）１

名（うち社外取締役１名）を含んでおります。
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(5) 社外役員に関する事項

①　重要な兼職先と当社との関係

取締役（監査等委員）宮木啓治氏は、株式会社エンビプロ・ホール

ディングスの社外取締役であります。当社と兼職先との間には特別の

関係はありません。

同氏は、医療法人 社団 祥和会大川病院の理事であります。当社と

兼職先との間には特別の関係はありません。

取締役（監査等委員）捻橋かおり氏は、ダイセーエブリー二十四株

式会社の社外監査役であります。当社と兼職先との間には特別の関係

はありません。

取締役（監査等委員）鵜飼裕之氏は、学校法人東邦学園の理事及び

愛知東邦大学の学長であります。当社と兼職先との間には特別の関係

はありません。

②　会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係

該当事項はありません。
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出席状況及び発言状況並びに
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役(監査等委員）

宮 木 啓 治

当事業年度に開催された取締役会12回全てに、監査等委員会13
回全てに出席いたしました。グローバルな視点で幅広い経営戦
略に関する知識と経験を有しており、その観点から意見を述べ
るなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言を行っております。また、監査等委員会において、監査
結果についての意見交換等、専門的見地から適宜、必要な発言
を行っております。
指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員
会５回の全てに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補
者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担ってお
ります。

取締役(監査等委員）

捻 　 橋 　 か お り

当事業年度に開催された取締役会12回全てに、監査等委員会13
回全てに出席いたしました。弁護士として法律に関する専門的
な知識と経験から、取締役会において、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。ま
た、監査等委員会において、監査結果についての意見交換等、
専門的見地から適宜、必要な発言を行っております。
指名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員
会５回の全てに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補
者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担ってお
ります。

取締役(監査等委員）

鵜 飼 裕 之

2021年６月18日就任以降、当事業年度に開催された取締役会10
回全てに、監査等委員会10回全てに出席いたしました。大学組
織の経営経験、長年にわたる学識経験者としての貴重な経験と
幅広い見識から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、
監査等委員会において、監査結果についての意見交換等、専門
的見地から適宜、必要な発言を行っております。
指名・報酬委員会の委員として、就任以降に開催された委員会
４回の全てに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者
の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っており
ます。

③　当事業年度における主な活動状況

④　当社親会社等又は当該親会社等の子会社等から当事業年度において役

員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。

５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額
26百万円

(2) 報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

きませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報

酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社である、ASTI ELECTRONICS INDIA PRIVATE LIMITED、

ASTI INDIA PRIVATE LIMITED、ASTI ELECTRONICS HANOI CORPORATION、ASTI

ELECTRONICS CORPORATION、ASTI RESEARCH AND DEVELOPMENT VIETNAM

CORPORATION、杭州雅士迪電子有限公司、浙江雅士迪電子有限公司は、当社の会

計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する

資格を有する者を含む。）の監査（会社法又は金融商品取引法（これらの法律に

相当する外国の法令を含む。）の規定によるものに限る。）を受けております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最

初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及びその

理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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６．会社の体制及び方針

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集

団の業務の適正を確保するための体制

当社は、取締役会において、業務の適正を確保するための体制の整備に

関する基本方針を以下のとおり定めております。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

① 当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）は、コンプラ

イアンス体制に関する社内規程に基づき、取締役及び従業員が法令及

び定款並びに当社の経営理念を遵守した行動をとるための行動規範を

定める。

② リスク管理・コンプライアンス委員会を設け、当社グループにおける

コンプライアンスの取組みを横断的に統括することとし、同委員会を

中心に取締役及び従業員教育等を行う。

③ 内部監査室は、コンプライアンスの状況を定期的に監査しリスク管

理・コンプライアンス委員会に報告し、同委員会は経営に係るリスク

については取締役会及び監査等委員会に報告する。

④ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して

は、毅然とした態度で組織的に対応するものとし、一切の関係を遮断

するとともに、これらの活動を助長するような行為は行わない。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役の職務執行に係る情報を、社内規程に従い文書又は電磁的媒体

（以下「文書等」という。）に記録し、法令及び社内規程に従って適

切に保存及び管理する。

② 取締役は、必要に応じ文書等を閲覧することができる。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① リスク管理・コンプライアンス規程に基づき、当社又は当社子会社に

おいて発生しうるリスクに適切に対応するため、組織単位毎にリスク

管理責任者を置き、部門のリスク管理業務を統括する。

② 内部監査室は、リスク管理責任者と連携し、各部門のリスク管理状況

の監査を実施する。

③ リスク管理責任者及び内部監査室は、各部門のリスク管理状況を定期

的にリスク管理・コンプライアンス委員会に報告し、同委員会は経営

に係るリスクについては取締役会及び監査等委員会に報告する。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 社内規程等により、取締役の業務分担を定め、責任分野を明確にし、

効率的に職務を執行する。

② 経営会議を設置し、取締役会から権限委譲された事項に関して審議を

行い、迅速な意思決定を行う。

③ 指名・報酬委員会を設置し、役員の指名・報酬に関する客観性、公平

性を担保する。

④ 全社的な経営目標達成に向けて、各部門が実施すべき具体的な事業計

画及び数値目標を含めた効率的な達成方法を充分な協議のなされた後

に取締役会にて決定し、その決定内容を取締役会・社員全員が共有す

る。

⑤ 業務執行取締役が月次の業績検討会及び業務報告書にてその進捗状況

を点検・精査し、効率化の阻害要因を排除・低減するなどの改善を促

すことにより、目標達成の確度を高める。

(5) 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

① 当社グループは、相互に独立性を尊重しつつ、綿密な連携を保ち、統

一された経営理念と基本戦略を共有する。

② 社内規程に基づき、当社子会社管理主管部署は、効率的に経営目的を

達成できるよう子会社を管理指導する。

③ 当社の事業方針のもと、重要な当社子会社案件については、当社にて

稟議又は取締役会等の承認を要する。

④ 内部監査室は、定期又は臨時に子会社の実地監査を行い、リスク管理

及びコンプライアンス体制を監視する。

⑤ 当社の取締役等と当社子会社の取締役等は、定期的に会議を開催し、

子会社状況の報告及び課題の検討等を行う。

⑥ 重要な子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監

査法人による監査を実施する。

(6) 当社の監査等委員会がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた

場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の監査等委員以外の取

締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確

保に関する事項

① 監査等委員会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、

取締役会は監査等委員会と協議の上、内部監査室をはじめとした従業

員の中から若干名の適任者を置く（監査等委員会を補助すべき取締役
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は置かない。）。

② 監査等委員会よりその職務の補助を要請された使用人は、その要請に

関して取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び上長の指揮命

令を受けない。

③ 使用人の任命、異動、評価、指揮命令権限等は、監査等委員会の事前

の同意を得るものとする。

(7) その他の当該監査等委員会設置会社の監査等委員への報告に関する体制

① 監査等委員は重要な会議に出席し、意見を述べる。

② 監査等委員は重要書類を閲覧し、監査等委員の要請に応じて取締役及

び従業員は必要な説明及び報告を行う。

③ 取締役及び従業員は、当社に関係する組織的又は個人的法令違反行為

もしくはそれに類する不正行為等を発見したときは、速やかに監査等

委員会へ報告する。

④ 当社子会社の監査役は、当該子会社の取締役及び使用人又はこれらの

者から報告を受けたときは、当社監査等委員会へ報告しグループ全体

の業務の適正を図る。

⑤ 内部監査室は、監査の結果を定期的に適切な方法により監査等委員会

に報告する。

(8) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

社内規程において、従業員等が監査等委員会に直接通報を行うことがで

きることを定め、法令違反等を早期に発見する体制を整備するとともに、

通報者に不利益が生じないことを確保する。

(9) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に

関する事項

監査等委員又は監査等委員会が社外の専門家に対して助言を求める又は

調査、鑑定その他の事務を委託するなど職務の遂行に伴う費用を請求する

ときは、当該請求に係る費用が監査等委員の職務の執行に必要でないと認

められる場合を除き、これを拒むことができない。

(10) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査等委員は、代表取締役社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交

換会を開催する。

② 内部監査室は、日常業務全般について定期的に往査を実施し、監査等

委員会とも連携して統制活動全般において監視機能の強化を図る。
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７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針に基

づき、以下のとおり運用を行っております。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための取組み

行動指針やコンプライアンスに関する社内規程を制定し、周知徹底を図

るとともに社内研修を実施し、コンプライアンスに関する意識向上を図っ

ております。

内部監査室は、コンプライアンスの状況を定期的に監査し、リスク管

理・コンプライアンス委員会に報告し、同委員会は期末に開催した取締役

会に報告しております。

反社会的勢力に関する社内規程を制定し、反社会的勢力との一切の関係

を遮断するよう啓蒙を行っております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する取組み

取締役会議事録や関連資料など職務執行に係る情報については、社内規

程に従い適切に保管し、必要に応じて閲覧できるように保存及び管理を行

っております。

(3) 損失の危険の管理に関する取組み

組織単位毎に管理責任者を設置し、リスク管理・コンプライアンス委員

会を３回開催して、全社横断的な取組みを行っております。

内部監査室は、各部門のリスク管理状況の監査を実施しております。

リスク管理責任者は、各部門のリスク管理状況を定期的にリスク管理・

コンプライアンス委員会に報告し、同委員会は期末に開催した取締役会に

報告しております。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための取組み

取締役会を12回開催し、経営方針、事業計画、重要な投資・事業案件の

審議を行っております。

経営会議を26回開催し、取締役会から権限委譲された事項に関して迅速

な意思決定を行っております。

指名・報酬委員会を５回開催し、役員の指名・報酬に関する客観性、公

平性を担保しております。

月次で業績検討会を開催し、経営方針の伝達、事業計画の進捗状況の確

認を行っております。

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための取組み

内部監査室は、年度計画に従って当社各部門及び子会社の監査を行い、
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リスク管理及びコンプライアンス体制を監視しております。

子会社の重要な経営事項に関して、当社の経営会議又は取締役会等で承

認を行っております。

月次ですべての子会社から業務報告を受け、WEB会議により業況や事業

計画の進捗状況の確認を行っております。

すべての子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人に

よる監査を受けております。

(6) 監査等委員会の監査の実効性を確保するための取組み

常勤監査等委員は、経営会議その他重要会議に出席し、意見を述べてお

ります。

常勤監査等委員は、稟議書その他重要書類を閲覧し、必要に応じて説明

及び報告を求め、その結果を監査等委員会に報告しております。

内部監査室は、内部監査の結果を年２回監査等委員会に報告しておりま

す。

内部通報制度を設置し、常勤監査等委員を通報窓口として運用を行って

おります。

監査等委員の職務執行に掛かる費用は、監査等委員会からの提案に基づ

いて予算に組み込まれて、適切に執行されております。

監査等委員は、代表取締役社長及び業務執行役員と情報交換を行う他、

監査法人と意見交換会を行っております。

（注） 本事業報告の金額の記載につきましては、表示単位未満を切り捨てて表

示しております。
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（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

28,986,847

1,964,906

8,792,248

3,053,226

1,853,083

1,349,683

9,926,446

1,398,740

649,293

△781

13,765,028

11,802,872

4,287,753

3,616,889

478,762

2,788,610

212,298

418,556

811,937

1,150,218

614,692

321,005

216,520

△1,999
　

流 動 負 債 15,355,923

支払手形及び買掛金 5,082,495

短 期 借 入 金 7,985,579

リ ー ス 債 務 75,801

未 払 金 1,348,753

未 払 法 人 税 等 197,004

賞 与 引 当 金 466,870

製 品 保 証 引 当 金 13,789

そ の 他 185,629

固 定 負 債 8,119,448

長 期 借 入 金 7,785,846

繰 延 税 金 負 債 6,428

退職給付に係る負債 108,066

リ ー ス 債 務 149,895

そ の 他 69,211

負 債 合 計 23,475,372

純 資 産 の 部

株 主 資 本 18,100,221

資 本 金 2,476,232

資 本 剰 余 金 2,640,082

利 益 剰 余 金 13,401,402

自 己 株 式 △417,495

その他の包括利益累計額 1,157,157

その他有価証券評価差額金 317,530

為 替 換 算 調 整 勘 定 839,627

非 支 配 株 主 持 分 19,124

純 資 産 合 計 19,276,503

資 産 合 計 42,751,875 負 債 純 資 産 合 計 42,751,875

連 結 貸 借 対 照 表
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 58,790,160

売 上 原 価 54,416,617

売 上 総 利 益 4,373,542

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,092,373

営 業 利 益 281,169

営 業 外 収 益 694,797

受 取 利 息 及 び 配 当 金 44,250

為 替 差 益 488,454

補 助 金 収 入 96,647

助 成 金 収 入 1,457

そ の 他 63,988

営 業 外 費 用 135,376

支 払 利 息 77,765

支 払 補 償 費 23,968

そ の 他 33,642

経 常 利 益 840,590

特 別 利 益 48,073

固 定 資 産 売 却 益 2,424

投 資 有 価 証 券 売 却 益 45,649

特 別 損 失 25,764

固 定 資 産 処 分 損 25,764

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 862,900

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 303,505

法 人 税 等 調 整 額 △147,804 155,701

当 期 純 利 益 707,199

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,245

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 702,954

連 結 損 益 計 算 書
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,476,232 2,640,082 12,917,288 △417,411 17,616,192

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △218,839 △218,839

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

702,954 702,954

自 己 株 式 の 取 得 △84 △84

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－

連結会計年度中の変動額合計 － － 484,114 △84 484,029

当 期 末 残 高 2,476,232 2,640,082 13,401,402 △417,495 18,100,221

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配 株 主
持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 405,722 △97,274 308,447 13,870 17,938,510

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △218,839

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

702,954

自 己 株 式 の 取 得 △84

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△88,192 936,901 848,709 5,253 853,963

連結会計年度中の変動額合計 △88,192 936,901 848,709 5,253 1,337,992

当 期 末 残 高 317,530 839,627 1,157,157 19,124 19,276,503

連結株主資本等変動計算書
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（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

19,305,555

1,003,767

6,585,973

3,053,226

1,327,611

764,599

4,650,418

60,796

986,221

873,970

△1,029

14,423,213

5,717,710

1,581,039

41,015

1,037,477

4,030

299,829

2,442,267

70,066

241,984

147,761

11,041

100,661

36,028

30

8,557,741

614,692

1,465,753

260

2,677,884

3,289,260

15,634

173,209

319,050

4,385

△2,389
　

流 動 負 債 11,636,096

買 掛 金 2,511,466

短 期 借 入 金 6,400,000

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,170,777

リ ー ス 債 務 20,988

未 払 金 917,675

未 払 費 用 64,586

未 払 法 人 税 等 104,475

預 り 金 11,457

賞 与 引 当 金 404,846

製 品 保 証 引 当 金 13,789

そ の 他 16,034

固 定 負 債 7,624,313

長 期 借 入 金 7,566,585

リ ー ス 債 務 56,565

資 産 除 去 債 務 1,162

負 債 合 計 19,260,410

純 資 産 の 部

株 主 資 本 14,150,829

資 本 金 2,476,232

資 本 剰 余 金 2,675,056

資 本 準 備 金 2,675,056

利 益 剰 余 金 9,417,036

利 益 準 備 金 50,146

そ の 他 利 益 剰 余 金 9,366,890

固定資産圧縮積立金 21,744

別 途 積 立 金 5,640,000

繰 越 利 益 剰 余 金 3,705,145

自 己 株 式 △417,495

評価・換算差額等 317,530

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 317,530

純 資 産 合 計 14,468,359

資 産 合 計 33,728,769 負 債 純 資 産 合 計 33,728,769

貸　借　対　照　表
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 39,132,081

売 上 原 価 36,073,789

売 上 総 利 益 3,058,291

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,676,819

営 業 利 益 381,472

営 業 外 収 益 426,819

受 取 利 息 及 び 配 当 金 356,658

為 替 差 益 3,108

助 成 金 収 入 1,457

補 助 金 収 入 7,530

そ の 他 58,064

営 業 外 費 用 56,794

支 払 利 息 46,107

そ の 他 10,687

経 常 利 益 751,496

特 別 利 益 46,755

固 定 資 産 売 却 益 1,106

投 資 有 価 証 券 売 却 益 45,649

特 別 損 失 8,632

固 定 資 産 処 分 損 8,632

税 引 前 当 期 純 利 益 789,619

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 160,584

法 人 税 等 調 整 額 △77,062 83,522

当 期 純 利 益 706,097

損　益　計　算　書
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固定資産圧

縮 積 立 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,476,232 2,675,056 2,675,056 50,146 21,744 5,640,000 3,217,888 8,929,778 △417,411 13,663,656

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △218,839 △218,839 △218,839

当期純利益 706,097 706,097 706,097

自己株式の取得 △84 △84

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

－

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 487,257 487,257 △84 487,173

当 期 末 残 高 2,476,232 2,675,056 2,675,056 50,146 21,744 5,640,000 3,705,145 9,417,036 △417,495 14,150,829

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 405,722 405,722 14,069,378

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △218,839

当期純利益 706,097

自己株式の取得 △84

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△88,192 △88,192 △88,192

事業年度中の変動額合計 △88,192 △88,192 398,980

当 期 末 残 高 317,530 317,530 14,468,359

株主資本等変動計算書
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 関 口 俊 克

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 岡 本 周 二

独立監査人の監査報告書
2022年５月11日

Ａ Ｓ Ｔ Ｉ 株 式 会 社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
浜　松　事　務　所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＡＳＴＩ株式会社の2021年４月１日
から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、ＡＳＴＩ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

連結計算書類に係る会計監査報告
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偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 関 口 俊 克

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 岡 本 周 二

独立監査人の監査報告書
2022年５月11日

Ａ Ｓ Ｔ Ｉ 株 式 会 社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
浜　松　事　務　所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＡＳＴＩ株式会社の2021年４
月１日から2022年３月31日までの第59期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

計算書類に係る会計監査報告
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表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第59期事業年度にお

ける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下の

とおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ

いて取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必

要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門及び

その他の関係部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を

閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま

た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図

り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること

を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する

品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明

細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2022年５月12日

Ａ Ｓ Ｔ Ｉ 株 式 会 社 　 監 査 等 委 員 会

常勤監査等委員 百 鬼 直 樹 ㊞

監 査 等 委 員 宮 木 啓 治 ㊞

監 査 等 委 員 捻　橋　かおり ㊞

監 査 等 委 員 鵜 飼 裕 之 ㊞
　
　（注）　監査等委員 宮木啓治、捻橋かおり及び鵜飼裕之は、会社法第２条

第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の経営環境等を勘

案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金40円

配当総額　125,049,440円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

2022年６月27日
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現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供）

第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類、事業報告、計算

書類および連結計算書類に記載また

は表示をすべき事項に係る情報を、

法務省令に定めるところに従いイン

ターネットを利用する方法で開示す

ることにより、株主に対して提供し

たものとみなすことができる。

（削除）

（電子提供措置等）

（新設） 第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類等の内容である情

報について、電子提供措置をとるも

のとする。

第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし

書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料

の電子提供制度導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであり

ます。

(1) 変更案第16条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、

電子提供措置をとる旨を定めるものであります。

(2) 変更案第16条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載す

る事項の範囲を限定するための規定を設けるものであります。

(3) 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款

第16条）は不要となるため、これを削除するものであります。

(4) 上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであり

ます。

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。
（下線は変更部分を示します。）
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現 行 定 款 変 更 案

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項

のうち法務省令で定めるものの全部

または一部について、議決権の基準

日までに書面交付請求した株主に対

して交付する書面に記載しないこと

ができる。

附則 附則

第１条　　　　 （条文省略） 第１条　　　　（現行どおり）

（電子提供措置等に関する経過措置）

（新設） 第２条 定款第16条の変更は、会社法の一部

を改正する法律（令和元年法律第70

号）附則第１条ただし書きに規定す

る改正規定の施行の日である2022年

９月１日（以下「施行日」という）

から効力を生ずるものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、施行日か

ら６か月以内の日を株主総会の日と

する株主総会については、定款第16

条（株主総会参考書類等のインター

ネット開示とみなし提供）はなお効

力を有する。

３ 本条は、施行日から６か月を経過し

た日または前項の株主総会の日から

３か月を経過した日のいずれか遅い

日後にこれを削除する。
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

１

は

波
た

多
の

野

 

　
あつ

淳

 

　
ひこ

彦

(196 2年１月21日)

1985年４月 通商産業省（現 経済産業省）入省

2008年７月 在中国日本大使館公使

2012年７月 経済産業省貿易経済協力局審議官

2013年６月 国際協力銀行執行役員

2015年７月 経済産業省中部経済産業局長

2018年１月 当社入社

2018年３月 当社企画本部長

2018年６月 当社常務取締役企画本部長兼開発本

部長

2018年10月 当社常務取締役経営本部長兼新規事

業部長

2020年10月 当社代表取締役社長兼経営本部長兼

新規事業部長（現任）

5,000株

【取締役候補者とした理由】

　波多野淳彦氏は、経済産業省時代の豊富な行政経験と知見を有するとともに、海外で

の経験も多く有しております。当社グループが今後も持続的な成長を果たしていくうえ

で、その豊富な経験と知見が経営に必要であると判断し、引き続き取締役として選任を

お願いするものであります。

２

はら

原

 

　

 

　

 

　
かず

一

 

　
たか

隆

(1 9 6 4年１月１日)

2003年１月 当社入社

2014年12月 当社技術開発部長

2017年４月 当社電子機器事業部長

2017年６月 当社取締役電子機器事業部長

2018年10月 当社取締役開発事業部長（現任）

4,500株

【取締役候補者とした理由】

　原一隆氏は、入社以来技術部門に携わり、技術分野における高い能力と専門性を有し

ております。当社グループが今後も持続的な成長を果たしていくうえで、これまでの技

術部門での経験を活かすことにより当社グループの企業価値向上のために貢献できると

判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同
じ。）全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会

の提案に基づき、取締役会で決定したものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

３

ふか

深

 

　
だ

田

 

　
ひろ

弘

 

　
ふみ

文

(1963年11月26日)

1986年４月 当社入社

2000年４月 当社竜洋工場（現磐田工場）工場長

2005年７月 当社浅羽工場（現袋井工場）工場長

2010年12月 ASTI ELECTRONICS INDIA PRIVATE

LIMITED社長

2015年10月 当社掛川工場工場長

2018年６月 当社執行役員掛川工場工場長

2019年２月 当社執行役員ハーネス事業部長

2020年６月 当社取締役ハーネス事業部長（現任）

2,700株

【取締役候補者とした理由】

　深田弘文氏は入社後、営業部門、製造部門及び海外子会社のトップとして広範囲な業

務を体験し、この間に得られた貴重な知見とスポーツマンとして培われた指導力や豊か

な人間性がこれからの企業運営に必要な人材であると考え、引き続き取締役として選任

をお願いするものであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結し、被保険者が負担することになる株主代表訴訟、第三者訴訟及び会社訴

訟において発生する損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により填補するこ

ととしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被

保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予

定しております。

監査等委員会の意見
監査等委員会は、監査等委員でない取締役の選任議案について、指名・報酬委

員会（監査等委員である社外取締役３名全員が出席）での議論を確認し、慎重に
検討を行いました。

その結果、各候補者は適任であると判断いたしました。
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氏　名 役　職 企業経営 工場運営
技術・

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 財務・会計

法務・

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

波多野淳彦 代表取締役社長 ● ● ●

　原　一隆 取締役 ●

深田　弘文 取締役 ●

百鬼　直樹
取締役

（常勤監査等委員）
●

宮木　啓治
社外取締役

（監査等委員）
● ●

捻橋かおり
社外取締役

（監査等委員）
●

鵜飼　裕之
社外取締役

（監査等委員）
●

【ご参考】
本株主総会後の取締役会の構成及び専門性・経験等

※１．第３号議案が原案どおり承認可決された場合の経営体制は、上記のとおりとなる予

定であります。

　２．上記一覧は、各取締役が有するすべての専門性や経験等を示すものではありませ

ん。

以　上

－ 43 －



株主総会会場ご案内図

会　場：ＡＳＴＩ株式会社　本社６階会議室
静岡県浜松市南区米津町2804番地　電話(053)444－5111（代表）
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ASTI株式会社
本社

←至名古屋

←至名古屋

至静岡→

←

至東京

東海道新幹線

東海道本線

新津中学校

ビッグモーター

新津小学校

南部中学校

浜松南病院

浜松南高校

向橋

ケーヨーデイツー

馬込新橋

砂丘小学校

養護老人ホーム砂丘寮

遠州灘海浜公園

森田町

JR浜
松駅

白羽町

中田島

新橋町東

米津東

米津

馬
込
川

「中田島車庫」
バス停

※新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、株主総会へのご出席に際しては、株主

総会開催日当日における感染拡大の状況やご自身の体調をご確認のうえ、マスク着用

などの感染防止にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申しあげます。

交通のご案内

【バス】　・ＪＲ浜松駅バスターミナル「６番のりば」から遠州鉄道バス

（４中田島砂丘行）で約20分（「中田島車庫」バス停で下車　徒歩約15分）

【自動車】・東名高速道路「浜松I.C.」又は「浜松西I.C.」から約30分


